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固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準の設定 

及び独立行政法人会計基準の改訂について 

 

 

 

 

 

 

 

１ 会計基準の設定及び改訂の経緯 

企業会計では、平成１４年８月９日に企業会計審議会より公表された「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」において、「固定資産の減損に係る会

計基準」が設定されるとともに、平成１７年４月１日以後開始する事業年度から実

施されるよう措置されることが適当であるとされた。 

独立行政法人の会計は「原則として企業会計原則によるものとする」（独立行政法

人通則法第３７条）としつつ、「公共的な性格を有し、利益の獲得を目的とせず、独

立採算制を前提としない等の独立行政法人の特殊性を考慮して必要な修正を加え

る」（「中央省庁等改革の推進に関する方針」平成１１年４月２７日中央省庁等改革

推進本部決定）こととされていることから、独立行政法人の固定資産の減損に係る

会計基準について、総務省の独立行政法人会計基準研究会と財務省の財政制度等審

議会 財政制度分科会 法制・公会計部会 公企業会計小委員会の下に設置された共同

ワーキング・チーム（以下「共同ワーキング・チーム」という。）において検討を行

った。 

また、前回の改訂作業から２年が経過し、実務的観点から見直す必要が認められ

た箇所についても検討を行った。 

共同ワーキング・チームは、平成１７年２月１０日から同年６月３日まで合計１

４回の会合を開催し検討を重ね、「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」及

び「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注解」の設定案並びに「独立行政

法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」の改訂案として取りまとめ、財

政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会 公企業会計小委員会において平

成１７年６月２７日に、独立行政法人会計基準研究会において同年６月２９日にそ

れぞれ了承を得た。 

 

平 成 １ ７ 年 ６ 月 ２ ９ 日

独立行政法人会計基準研究会

財 政 制 度 等 審 議 会
財 政 制 度 分 科 会
法 制 ・ 公 会 計 部 会
公 企 業 会 計 小 委 員 会
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２ 独立行政法人の固定資産の減損に関する基本的考え方 

⑴ 減損会計基準の整備の目的 

共同ワーキング・チームでは、独立行政法人に対して固定資産の減損に係る会

計基準を適用するにあたり、まず、その目的について議論を行った。企業会計に

おける「固定資産の減損に係る会計基準」では、収益性の低下等により投資額の

回収が見込めなくなった固定資産について、その帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、損失を将来に繰り延べないために行われる会計処理であるとされている。

しかしながら、公共的な性格を有し、利益の獲得を本来の目的とはしない独立行

政法人について、固定資産への投資額の回収可能性によって減損を認識する企業

会計の目的をそのまま適用することは困難であると考える。 

この点について、独立行政法人はその業務の実施に関して負託された経済資源

に関する財務情報を負託主体である国民に対して開示する責任を負うものであり、

また、独立行政法人により作成される財務報告は、その利用者である国民その他

の利害関係者に対して利用目的に適合した有用な内容を提供するものでなければ

ならないことに鑑みれば、独立行政法人の固定資産について減損会計を適用する

目的は以下の諸点にあるものと認識する。 

第一は、貸借対照表に計上される固定資産の過大な帳簿価額を減額することで

ある。独立行政法人の財政状態を明らかにするという独立行政法人の貸借対照表

の作成目的に鑑みれば、固定資産の帳簿価額が著しく過大となった場合には、こ

れを適正な価額まで減額する必要があると認識する。 

第二は、独立行政法人が適切な業務遂行を行わなかった結果生じた減損損失を

損益計算書に計上することにより、独立行政法人の業績評価に資することである。

独立行政法人会計においては、業務の運営状況を明らかにするために損益計算が

行われることから、独立行政法人の業績を評価する手段としての損益計算に含め

ることが合理的である減損損失については、損益計算に含める必要があると認識

する。 

第三は、固定資産の減損に係る会計基準の適用によって、独立行政法人の固定

資産の有効利用を促進することである。固定資産に減損又はその兆候が生じたこ

とを明らかにすることにより、独立行政法人に対し、その有効利用を促すことが

期待されるものと認識する。 

共同ワーキング・チームにおいては、このような目的に適合した会計基準を設

定する必要があるとの認識で一致した。 
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⑵ 減損の定義について 

我が国における固定資産の減損処理については、企業会計において「固定資産

の減損に係る会計基準」が適用されたばかりであり、また、公共的主体が保有す

る投資額の回収を予定しない固定資産に係る減損処理の基準及び実務慣行は存在

しないことから、共同ワーキング・チームでは、非資金生成資産に係る減損処理

を規定している国際公会計基準第２１号等を参考にして検討を進めた。 

減損処理の目的は、帳簿価額が著しく過大となった場合にこれを修正すること

にある。独立行政法人の資産については、通常、市場原理に基づいたキャッシュ･

フローの獲得が想定されないことから、どのような基準に基づいて帳簿価額の適

否を判断すべきかが問題となる。 

まず、固定資産のサービス提供能力に着目して、固定資産の減損を認識･測定す

ることについて検討を行った。この点について、減損会計が業務に着目したもの

ではなく、資産に着目したものであることから、固定資産のサービス提供能力と

は、固定資産を使ってどのような業務が行えるかではなく、固定資産についてど

の程度の使用が想定されているか、すなわち、固定資産をどの程度使用する予定

であるか、と考えることが適当である。そして、固定資産について現在期待され

る使用の程度が固定資産の取得時に想定された使用の程度に著しく満たなくなっ

た場合には、当該資産の帳簿価額は過大であると認められることから、減損を認

識することとした。 

次に、資産は売却等によって収入を得られるという経済的便益があり、この側

面から減損の認識･測定について検討を行った。この点については、取得原価主義

の下、固定資産の市場価格が著しく下落し、その回復が見込めない場合には、こ

れを早期に帳簿価額に反映させることが、独立行政法人の財政状態を明らかにす

るという減損会計の目的や国民経済的観点からの資産の含み損の先送り防止とい

う要請に合致するものと考える。また、市場価格が存在する固定資産については、

その資産が一般的に提供しうる将来にわたる経済的便益を現在価値に割り引いた

ものが市場価格に表象されていると考えることもできる。このことから、固定資

産の将来の経済的便益が著しく減少した場合についても、減損を認識することと

した。 

以上により、固定資産の減損とは、固定資産に現在期待されるサービス提供能

力が当該資産の取得時に想定されたサービス提供能力に比べ著しく減少し将来に

わたりその回復が見込めない状態又は固定資産の将来の経済的便益が著しく減少

した状態をいうものと考えられる。 

共同ワーキング・チームでは、以上のような基本的考え方に立ち、「固定資産の
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減損に係る独立行政法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る独立行政法人会

計基準注解」（以下「減損基準及び注解」という。）の設定を行うこととした。 

 

３ 「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」の主な内容 

「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」では、まず、独立行政法人の固

定資産の減損に関する基本的考え方を明示するため、当該基準の目的及び減損の定

義を規定することとした。 

次に、当該基準の適用対象となる固定資産を、その性格及び重要性の観点から限

定した。 

また、対象資産すべてについて減損が生じているかどうかの判断を行うことが、

実務上過大な負担となるおそれがあることから、固定資産に減損が生じている可能

性を示す事象（減損の兆候）がある場合には、当該資産について減損を認識するか

どうかの判定を行うこととした。 

減損の認識を行うかどうかの判定は、固定資産の全部又は一部について使用が想

定されているかどうか等により判断することとした。 

そして、減損を認識すべきであると判定された固定資産については、その帳簿価

額を回収可能サービス価額（正味売却価額と使用価値相当額のいずれか高い額）ま

で減額するとともに、当該減損が、独立行政法人が中期計画等で想定した業務運営

を行わなかったことにより生じたものである場合には、減損損失として当期の臨時

損失とすることとし、中期計画等で想定した業務運営を行ったにもかかわらず生じ

たものであるときは、損益計算には含めないこととした。 

また、利害関係者である国民等が独立行政法人の財務諸表の理解をより深められ

るよう、減損が認識された固定資産に関し、当該資産の概要、認識するに至った経

緯、回収可能サービス価額の算定方法等の事項について、注記することとした。更

に、減損の兆候が認められたにもかかわらず減損を認識するには至らなかった資産

についても、独立行政法人の評価に資するとの観点や資産の有効利用を促すとの観

点から、当該資産及び減損の兆候の概要、減損を認識しなかった根拠等の事項につ

いて、注記することとした。 

 

４ 「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」の改訂 

「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」の設定に伴い、「独立行政法人会

計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（以下「基準及び注解」という。）につ

いても、所要の整備を行うこととした。 

また、「基準及び注解」は前回の改訂作業から２年が経過し、実務上その解釈･適
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用に疑義が生じるおそれのある規定が見受けられたことから、これを明確にするた

め、文言等の整理を行うこととした。 

 

５ 「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」及び改訂後の「独立行政法人会

計基準」の性格と取扱い 

「減損基準及び注解」は、「基準及び注解」の基本構造の下での固定資産の減損に

係る会計上の取扱いを定めたものであり、「基準及び注解」の一部を構成するもので

あるが、固定資産の取得から処分までのライフサイクル全般に関わる会計処理の基

準であり、また、主に固定資産のサービス提供能力に着目してその会計処理を規定

していること等から、減損に係る会計基準を体系的に示すことが適切と考えられる

ため、「基準及び注解」の別冊として設定することとした。 

また、「減損基準及び注解」並びに改訂後の「基準及び注解」は、 

① 独立行政法人がその会計処理をするに当たって従わなければならない基準であ

るとともに、会計監査人が独立行政法人の財務諸表等の監査をする場合において

依拠しなければならない基準であって、独立行政法人の会計に関する認識、測定、

表示及び開示の基準を定めるものであること、 

② 独立行政法人における一般的かつ標準的な基準を示すものであり、独立行政法

人は他に合理的な理由がない限りこれらの基準の定めるところに従わなければな

らないが、そこに定められていない事項については、一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に従うこととなるほか、「基準及び注解」並びに「減損基準及び

注解」の趣旨を踏まえる限りにおいて、主務省令において個別の独立行政法人の

特殊性に基づく会計処理を排除するものではないこと、 

については、現行の「基準及び注解」と同様である。 

なお、「減損基準及び注解」は、国からの財源措置に依存した業務運営を行ってお

りその保有する固定資産について自己収入による投資額の回収が予定されていない

独立行政法人を念頭に設定したものである。したがって、固定資産からキャッシュ・

フローが生み出され、独立採算型等の運営が予定されている業務については、当該

業務の性格及び環境等を総合的に判断し、企業会計における固定資産の減損会計基

準等を適用することが適切であると認められる場合には、主務省令においてその旨

の定めを行うこと等により、本基準の趣旨を踏まえた会計処理が望まれることを特

に付言しておく。 

 

６ 今後の発展について 

独立行政法人の固定資産の減損に関する検討においては、固定資産によって提供
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されるサービスの需要又は必要性の減少をどのように考えるべきかについて多くの

時間を費やした。この点につき、固定資産によって提供されるサービスの需要又は

必要性の減少を把握するためには定量的な指標が必要となるが、現段階では独立行

政法人の業務の実績の評価に用いる指標は必ずしも定量的に明確なものとはなって

いない。しかしながら、独立行政法人の業務の実績の評価に用いる指標を減損の兆

候を判断する指標として使用することにより、その定量化を促進させていくべきで

あると考え、「減損基準及び注解」においては、固定資産が使用されている業務の実

績の著しい低下を減損の兆候とすることとした。もっとも、中期目標や業務の実績

の評価に用いる指標が抽象的・定性的である限りは、精度の高い判断を行うことは

困難である。このことから、共同ワーキング・チームとしては、各独立行政法人の

主務大臣及び独立行政法人評価委員会に対し、「中央省庁等改革の推進に関する方

針」及び「特殊法人等の廃止・民営化等及び独立行政法人の設立等にあたっての基

本方針について」（平成１４年１０月１８日特殊法人等改革推進本部決定）等の趣旨

に則り、中期目標、中期計画及び業務の実績の評価に用いる指標等を定量的かつ高

水準のものとされるよう強く要望するとともに、今後、減損の兆候を判断する指標

の定量化を進め、その精度を向上させることにより、資産の有効利用がなお一層図

られることを強く希望するものである。 

また、「減損基準及び注解」においては、独立行政法人の業績の適正な評価に資す

るべく、減損の兆候が認められた固定資産について、減損の兆候の概要等の定性的

な情報を注記することとしたが、独立行政法人が保有する資産は国民共有の資産で

あり、有効利用が図られるべきものであることから、独立行政法人が保有する固定

資産について減損の兆候が認められる場合には、事業報告書においても記載を行う

ことにより、主務大臣や独立行政法人評価委員会等での資産の有効利用を図るため

の検討に資することを期待する。 

更に、近年、公的な主体の会計基準についてはその研究が活発に行われるように

なっており、このような研究の動向等を踏まえ、独立行政法人会計に関する理論及

び実務が今後より一層進展することを期待するとともに、「独立行政法人会計基準」

及び「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」について、今後とも充実改善

が図られる必要があると認識する。 

 

７ 適用時期 

「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」及び当該基準の設定に伴い改訂

する「独立行政法人会計基準」の規定の適用に当たっては、その設定及び改訂後速

やかに適用されるべきであると考えるが、関係各方面の準備作業、独立行政法人側
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の受入準備も必要であることから、平成１８事業年度から適用することが適切であ

る。 

また、「独立行政法人会計基準」のうち、実務的観点から見直した「第７３ 通則

法第４４条第３項による承認の額」及び「第９３ 目的積立金を取り崩す場合の会

計処理」の規定については、改訂前の基準では必ずしも明らかでなかった処理を明

確にするものであることから、平成１７事業年度から適用することが適切である。 
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「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」及び 

「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注解」 
 

平成17年６月２９日設定 

 

 

第１ 本基準の目的及び減損の定義 

１ 固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準（以下「本基準」という。）及び固定資

産の減損に係る独立行政法人会計基準注解は、貸借対照表に計上される固定資産の過

大な帳簿価額を適正な金額まで減額すること及び独立行政法人の業務運営状況を明

らかにすることを目的とする。 

２ 固定資産の減損とは、固定資産に現在期待されるサービス提供能力が当該資産の取

得時に想定されたサービス提供能力に比べ著しく減少し将来にわたりその回復が見

込めない状態又は固定資産の将来の経済的便益が著しく減少した状態をいう。 

 

第２ 対象資産 

本基準は、次に掲げるもの以外の固定資産に適用する。なお、重要性の乏しいもの

については、本基準を適用しないことができる。（注１） 

⑴ 「固定資産の減損に係る会計基準」（平成１４年８月９日企業会計審議会）を適用

すべき独立行政法人の業務に係る固定資産 

⑵ 独立行政法人会計基準において減損処理に関する定めがある固定資産（注２） 

⑶ 供給途絶や価格高騰等の事態が生じた場合の安定供給を確保する目的で備蓄して

いる固定資産 

 

＜注１＞重要性の乏しい固定資産について 

本基準を適用しないことができる固定資産に係る重要性の判断については、固

定資産の金額的側面及び質的側面を勘案する必要があり、独立行政法人の業務運

営における主要な固定資産については、重要性が乏しいものとしてはならない。 

 

＜注２＞独立行政法人会計基準において減損処理に関する定めがある固定資産に

ついて 

独立行政法人会計基準において減損処理に関する定めがある固定資産とは、次

に掲げるものをいう。 

⑴ 投資有価証券（関係会社株式又は関係会社有価証券を除く。） 

⑵ 関係会社株式 

⑶ その他の関係会社有価証券 

⑷ 長期貸付金（役員、職員又は関係法人に対する長期貸付金を除く。） 

（別冊）
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⑸ 役員又は職員に対する長期貸付金 

⑹ 関係法人長期貸付金 

⑺ 破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権 

⑻ 長期前払費用（債券発行差金を除く。） 

⑼ 債券発行差金 

⑽ 繰延税金資産 

⑾ 未収財源措置予定額 

 

第３ 減損の兆候 

１ 固定資産に減損が生じている可能性を示す事象（以下「減損の兆候」という。）があ

る場合には、当該資産について、減損を認識するかどうかの判定を行わなければなら

ない。 

２ 減損の兆候とは、次に掲げる事象をいう。 

⑴ 固定資産が使用されている業務の実績が、中期計画の想定に照らし、著しく低下

しているか、あるいは、低下する見込みであること。 

⑵ 固定資産が使用されている範囲又は方法について、当該資産の使用可能性を著し

く低下させる変化が生じたか、あるいは、生ずる見込みであること。（注３） 

⑶ 固定資産が使用されている業務に関連して、業務運営の環境が著しく悪化したか、

あるいは、悪化する見込みであること。 

⑷ 固定資産の市場価格が著しく下落したこと。（注４） 

⑸ 独立行政法人自らが、固定資産の全部又は一部につき、使用しないという決定を

行ったこと。（注５） 

３ 複数の固定資産が一体となってそのサービスを提供するものと認められる場合には、

減損の兆候の有無について、これらの資産を一体として判定することができる。 

 

＜注３＞当該資産の使用可能性を著しく低下させる変化について 

当該資産の使用可能性の著しい低下については、当該資産の取得時に想定した

使用可能性を基準として判断する。なお、当該資産が政府からの現物出資又は特

殊法人等からの承継により取得されたものである場合には、現物出資時又は承継

時に想定した使用可能性を基準として判断する。 

 

＜注４＞市場価格が著しく下落したことについて 

固定資産の市場価格について、帳簿価額からの下落割合が５０％未満であると

きは、著しく下落していないものとすることができる。 

 

＜注５＞使用しないという決定について 

使用しないという決定には、固定資産を全く使用しないという決定のみならず、

固定資産の取得時に想定した使用目的に従って使用しないという決定、すなわち、
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用途変更の決定も含む。なお、固定資産が政府からの現物出資又は特殊法人等か

らの承継により取得されたものである場合には、現物出資時又は承継時に想定し

た使用目的を基準に判断する。 

 

第４ 減損の認識 

１ 次に掲げる場合に該当するときは、減損を認識しなければならない。 

⑴ 「第３ 減損の兆候」２⑴から⑶までに該当する場合であって、当該資産の全部

又は一部の使用が想定されていないとき。 

⑵ 「第３ 減損の兆候」２⑷に該当する場合であって、当該資産の市場価格の回復

の見込みがあると認められないとき。（注６） 

⑶ 「第３ 減損の兆候」２⑸に該当する場合であって、使用しないという決定が当

該決定を行った日の属する事業年度内における一定の日以後使用しないという決定

であるとき。（注７） 

２ 上記１⑴において、当該資産の全部又は一部の使用が想定されていないときとは、

次に掲げる要件を満たしていない場合をいう。 

⑴ 当該資産の全部又は一部について、将来の使用の見込みが客観的に存在すること。

（注８） 

⑵ 当該資産がその使用目的に従った機能を現に有していること。 

 

＜注６＞市場価格の回復可能性に関する判断基準について 

市場価格の回復可能性については、経済全体の状況や固定資産の性質に照らし、

相当の期間内に固定資産の市場価格が帳簿価額の相当程度まで回復する可能性が

あるかどうかを判断することとする。 

 

＜注７＞固定資産について、翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定

を行った場合について 

固定資産について、翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定を行

った場合には、使用しなくなる日において減損を認識することとし、その決定が

将来の財務諸表に重要な影響を及ぼすと認められる場合には、それまでの間、当

該資産の概要等について注記しなければならない。 

 

＜注８＞固定資産の全部又は一部について、将来の使用の見込みが客観的に存在す

ることについて 

１ 固定資産の全部又は一部について、将来の使用の見込みが客観的に存在するこ

ととは、例えば、保守管理が経常的に行われており、かつ、独立行政法人の年度

計画等においても将来の使用稼動が確実に見込まれている場合をいう。 

２ 固定資産の全部又は一部の使用が想定されるか否かの判断は、すべて実態によ

って行わなければならない。 



 

 74 

 

第５ 減損額の測定 

減損が認識された固定資産について、帳簿価額が回収可能サービス価額を上回ると

きは、帳簿価額を回収可能サービス価額まで減額しなければならない。（注９） 

 

＜注９＞回収可能サービス価額について 

１ 回収可能サービス価額とは、当該資産の正味売却価額と使用価値相当額のいず

れか高い額をいう。 

２ 正味売却価額とは、固定資産の時価から処分費用見込額を控除して算定される

額をいう。 

３ 時価とは、公正な評価額をいう。通常、それは観察可能な市場価格をいう。 

４ 使用価値相当額とは、減価償却後再調達価額をいう。ただし、減価償却後再調

達価額を算出することが困難である場合には、当該資産の帳簿価額に、当該資産

につき使用が想定されていない部分（使用しないという決定を行った部分を含む。

以下同じ。）以外の部分の割合を乗じて算出した価額を用いることができる。 

５ 減価償却後再調達価額とは、固定資産の全部又は一部につき使用が想定されて

いない部分以外の部分が有するサービス提供能力と同じサービス提供能力を有す

る資産を新たに取得した場合において見込まれる取得価額から、減価償却累計額

（当該資産を減損が認識された資産の使用期間と同じ期間使用した場合に計上さ

れる額をいう。）を控除した価額をいう。 

 

第６ 減損額の会計処理 

固定資産の帳簿価額と回収可能サービス価額との差額（以下「減損額」という。）に

ついては、次のように処理するものとする。 

⑴ 減損が、独立行政法人が中期計画等で想定した業務運営を行わなかったことによ

り生じたものであるときは、当該減損額を減損損失の科目により当期の臨時損失と

して計上する。（注１０） 

⑵ 減損が、独立行政法人が中期計画等で想定した業務運営を行ったにもかかわらず

生じたものであるときは、当該減損額は損益計算書上の費用には計上せず、損益外

減損損失累計額の科目により資本剰余金の控除項目として計上する。 

 

＜注１０＞中期計画等で想定した業務運営を行わなかったことについて 

中期計画等で想定した業務運営を行わなかったことについては、固定資産に減

損が生じた原因が、独立行政法人が中期計画等の想定の範囲内の業務運営を行わ

なかったこと又は中期計画等の想定の範囲外の業務運営を行ったことにより生じ

たものであることが明確である場合とし、それ以外の場合は、中期計画等で想定

した業務運営が行われたものとする。 
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第７ 資産見返負債を計上している固定資産に係る減損額の会計処理 

独立行政法人会計基準の「第８０ 運営費交付金の会計処理」、「第８２ 補助金等

の会計処理」及び「第８４ 寄付金の会計処理」の規定により資産見返負債を計上し

ている固定資産に係る減損額については、次のように処理するものとする。 

⑴ 減損が、独立行政法人が中期計画等で想定した業務運営を行わなかったことによ

り生じたものであるときは、当該減損額を減損損失の科目により当期の臨時損失と

して計上するとともに、資産見返負債を利益剰余金（独立行政法人通則法第４４条

第１項に規定する積立金）に振り替える。 

⑵ 減損が、独立行政法人が中期計画等で想定した業務運営を行ったにもかかわらず

生じたものであるときは、当該減損額は損益計算書上の費用には計上せず、資産見

返負債を減額する。 

 

第８ 行政サービス実施コスト 

独立行政法人が中期計画等で想定した業務運営を行ったにもかかわらず生じた減損

額は、行政サービス実施コストに属するものとし、行政サービス実施コスト計算書に

おいて、損益外減損損失相当額の科目により、損益外減価償却相当額の次に区分して

表示しなければならない。 

 

第９ 貸借対照表における表示 

１ 減損が認識された非償却資産及び償却資産である無形固定資産の貸借対照表におけ

る表示は、減損処理前の帳簿価額から減損額を直接控除し、控除後の金額をその後の

帳簿価額とする形式で行うものとする。 

２ 減損が認識された償却資産（無形固定資産を除く。）の貸借対照表における表示は、

当該資産に対する減損損失累計額を、取得原価から間接控除する形式で行うものとす

る。（注１１） 

 

＜注１１＞減損損失累計額について 

減損損失累計額には、損益計算書に計上された減損損失の累計額だけでなく、

行政サービス実施コスト計算書に計上された損益外減損損失相当額の累計額が含

まれる。 

 

第１０ 減損処理後の会計処理 

１ 減損処理を行った固定資産については、減損後の帳簿価額に基づき減価償却を行わ

なければならない。 

２ 減損の戻入れは、行ってはならない。 

 

第１１ 注記 

１ 減損を認識した場合には、次に掲げる事項について注記するものとする。 
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⑴ 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

⑵ 減損の認識に至った経緯 

⑶ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳 

⑷ 減損の兆候の有無について、「第３ 減損の兆候」３に基づき、複数の固定資産を

一体として判定した場合には、当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサー

ビスを提供するものと認めた理由 

⑸ 回収可能サービス価額が、 

ア 正味売却価額である場合には、その旨及び算定方法の概要 
イ 使用価値相当額である場合には、その旨、採用した理由及び算定方法の概要 

２ 「第３ 減損の兆候」２⑴から⑷までに掲げる減損の兆候が認められた場合（減損

を認識した場合を除く。）には、次に掲げる事項について注記するものとする。 

⑴ 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

⑵ 認められた減損の兆候の概要 

⑶ 減損の兆候の有無について、「第３ 減損の兆候」３に基づき、複数の固定資産を

一体として判定した場合には、当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサー

ビスを提供するものと認めた理由 

⑷ 「第４ 減損の認識」２に掲げる要件を満たしている根拠又は固定資産の市場価

格の回復の見込みがあると認められる根拠 

３ 「第３ 減損の兆候」２⑸に規定する使用しないという決定を行った場合であって、

その決定が翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定である場合には、次

に掲げる事項について注記するものとする。 

⑴ 使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要 

⑵ 使用しなくなる日 

⑶ 使用しないという決定を行った経緯及び理由 

⑷ 将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の

見込額 
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第2回 2月18日 国際公会計基準審議会の活動及び国際公会計基準第 21 号の概要、
企業会計及び国際公会計基準における減損会計を独立行政法人に
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の会計処理、還付消費税･納付消費税の取扱い、運営費交付金の使

途等の内訳の透明化、事業報告書の記載事項 
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第14回 6月3日 減損会計導入に伴う具体的事例の検討、運営費交付金の使途透明化
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